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貸 借 対 照 表  

（2024 年 12 月 31 日現在） 

（単位：千円） 

科  目 金 額 科  目 金 額 

（資産の部）  （負債の部）  

流 動 資 産 615,615 流 動 負 債 255,388 

現 金 及 び 預 金 83,869 買 掛 金 106 

売 掛 金 1,416 短 期 借 入 金 200,000 

立 替 金 3,197 未 払 費 用 20,337 

前 払 費 用 4,211 未 払 法 人 税 等 950 

未 収 収 益 490 預 り 金 33,994 

短 期 貸 付 金 42,700 固 定 負 債 510,000 

未 収 入 金 117 長 期 借 入 金 510,000 

仮 払 金 472,555 負  債  合  計 765,388 

預 け 金 168 （ 純 資 産 の 部 ）  

未収還付消費税 6,886 株  主  資  本 31,361 

固 定 資 産 181,134 資 本 金 100,000 

有形固定資産 2,969 資 本 剰 余 金 972,407 

建 物 付 属 設 備 0  資 本 準 備 金 587,413 

工 具 器 具 備 品 2,969    その他資本剰余金 384,994 

無形固定資産 37,490 利 益 剰 余 金 △1,041,046 

ソ フ ト ウ ェ ア 37,490 その他利益剰余金 △1,041,046 

投資その他の資産 140,674 繰越利益剰余金 △1,041,046 

差 入 保 証 金 6,433 (うち当期純損益金額) (△248,297) 

長 期 前 払 費 用 93   

子 会 社 株 式 114,348   

保 険 積 立 金 19,800 純 資 産 合 計 31,361 

資 産 合 計 796,750 負債・純資産合計 796,750 
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個別注記表 

（重要な会計方針に係る事項に関する注記） 

 １．有価証券の評価基準及び評価方法 

満期保有目的の債券 ………………… 原価法 

子 会 社 株 式        ……………………… 移動平均法による原価法 

その他有価証券 

市場価格のあるもの ……………… 期末日の市場価格等に基づく時価法 

（評価差額は全部純資産直入法により処理し、売

却原価は移動平均法により算定） 

市場価格のないもの ……………… 移動平均法による原価法 

 

 ２．たな卸資産の評価基準及び評価方法  

商品及び製品 ……………………… 主として先入先出法による原価法（貸借対照表価

額は収益性の低下に基づく簿価切下げの方法によ

り算定）を採用しております。 
仕掛品 ……………………………… 主として先入先出法による原価法（貸借対照表価

額は収益性の低下に基づく簿価切下げの方法によ

り算定）を採用しております。 
 

 ３．固定資産の減価償却の方法 

（１）有形固定資産 ………………………… 定率法 

（リース資産を除く）                ただし、建物、建物附属設備及び構築物につい

ては、定額法を採用しております。 

 

（２）無形固定資産 

      （リース資産を除く） 

ソフトウェア(自社利用) ………… 社内における利用可能期間(主として 5年)に基づ

く定額法 

ソフトウェア(市場販売目的) …… 社内における見込有効期間(3年)に基づく定額法 

そ の 他 ……………………… 定額法 

（３）リース資産 

        所有権移転外ファイナンス・リース取引に係るリース資産 

      リース期間を耐用年数とし、残存価額を零とする

定額法を採用しております。  

４．引当金の計上基準 

（１）貸 倒 引 当 金          …   売上債権、貸付金等の貸倒損失に備えるため、一般債権につ

いては貸倒実績率により、貸倒懸念債権等特定の債権について

は個別に回収可能性を勘案し、回収不能見込額を計上しており

ます。 

 

５．重要な後発事象に関する注記 

    該当事項なし 

 

 

６．その他計算書類の作成のための基本となる重要な事項 

    消費税等の会計処理 

税抜方式を採用しております。 
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（株主資本等変動計算書に関する注記） 

当事業年度末における発行済株式の種類及び総数 

普通株式 …………………………………………………………………………  78,781 株 

 

 

（１株当たり情報に関する注記） 

１株当たり純資産額 ……………………………………………………     398 円 08 銭 

１株当たり当期純利益 …………………………………………………   △4,346 円 88 銭 

 

 

 

（注）以上の記載金額は、表示単位未満を切り捨てております。  


